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　当財団は、河川環境管理財団として昭和50年9月、国・地方公共団体並びに民間各界の協力のもとに、建設大臣の許可を受けて設立されました。

設立の趣意としては、広く一般の市民に親しまれる河川公園、運動場等を建設・管理し、また、河川愛護思想の普及啓発と河川美化事業を行うほか、河川敷地

の利用と維持管理等に関する総合的な調査研究を行い、計画的な河川環境の整備と保全に貢献することがあげられました。

　その後、昭和63年3月に河川整備基金が当財団に設置され、この基金の造成、管理および運営を行うこととなり、河川等に関する研究の助成等を開始しま

した。また、平成14年には文部科学省・国土交通省・環境省の3省連携の「子どもの水辺再発見プロジェクト」の施策を推進するため、河川教育の推進を事業

内容に加え、子どもの水辺サポートセンターを7月に設置し、体験活動等への支援を行っています。

　公益法人制度改革の中で、当財団は、これまでの活動目的・内容に鑑み、公益法人に移行することとし、平成25年3月21日に内閣総理大臣から公益財団法

人への移行の認定を受け、4月1日より河川財団と名称を変更し、新たな道を歩むこととなりました。

財団の創立とその背景財団の創立とその背景財団の創立とその背景財団の創立とその背景
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理事長メッセージ

　社会の国際化や情報化の一層の進展、少子高齢化、人口減少等に伴う社会構造や産業

構造の大きな変化、東日本大震災や新潟・福島豪雨や九州北部豪雨、伊豆大島の土砂災害

等の激甚な災害の頻発、多くの社会インフラがそうであるように老朽化に対応した管理等の

課題の下で、防災、地域振興、自然環境の保全等を進めていくためには、新たな仕組みや複

合的な技術の構築が求められています。 

　このような課題を解決するためには、学術研究と現場を踏まえた応用技術の複合的な組

み合わせ、危機管理と日常的管理の一体化や、広範な分野で必要不可欠な専門家の役割を

明確に位置づけた体制の構築等、新たな取り組みが求められています。

　河川財団は、こうした取り組みに向けた多くの研究や経験さらには実務経験豊かな人材

等の多くの資源を有しております。河川財団の培ってきた資源には、河川総合研究所とこれ

を支える学識経験豊富な研究顧問、フェロー、アドバイザーによる河川に係る幅広い先駆的

研究実績による、いわば基本的な研究インフラがあること、河川環境管理財団の時代から

培ってきた、河川の管理の現場を踏まえた経験や調査の実績、とりわけ地味ですが現場に

立脚した具体的な管理への知見の蓄積とともに豊富な実務経験を有する職員は、多くの課

題を解決していく時代に不可欠なものと考えます。さらに、河川整備基金を通じて培ってき

た広範な分野の研究者、市民団体、教育関係者等との全国的ネットワークや国際的なネット

ワークがあります。 

　河川財団の有する資源を活かし、防災技術や流域での減災に向けた技術の向上はもとよ

り、健全な河川生態系や水循環系の保全・再生、合理的な河川維持管理手法の開発や良好

な水辺利用の促進など多岐にわたるテーマに取り組むとともに、行政を支援する政策提言

の発信を行ってまいります。

　　　　　　　　　　　　　

河川財団が培ってきた資源を活かし、河川を取り巻く多様な課題に取り組む

　　　　　　　　　　　　　理事長
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河川財団が果たす社会的貢献

河川財団は、５つの事業を通じて社会に貢献します。

事業ドメイン
Our Business Domains

公益目的事業

公共の福祉を増進

収益事業

河川の
維持管理に
関する受託

河川財団は、河川に関する調査・研究及び環境整備並びに河川への理解を深めるための活動に対する助成並びにその実施を行う
ことにより、国土の利用、整備又は保全及び国民の心身の健全な発達を促進し、公共の福祉を増進することを目的としています。

Our Mission

■ 河川に関する調査研究への資金助成
■ 河川への理解を深める活動への資金助成
■ 河川教育への資金助成
■ 河川の美化緑化事業への資金助成

■ 国民の心身の健康増進を図る
　 河川健康公園の管理・運営

■ 防災や環境の優れた学習の場である
　 川での体験活動の実施
■ 命の尊さ、自然の大切さ等を学ぶ
　 活動を支援

■ 災害防止に関する調査研究の実施
■ 河川生態系に関する調査研究の実施
■ 水循環系に関する調査研究の実施
■ 水辺利用に関する調査研究の実施

3

Funding

調査研究

河川教育 助成

河川健康公園

調査研究 助成 河川教育 河川健康公園 河川の維持管理に関する受託

Engineering
Research

River Education

Recreation & Parks

Administration
Support



河川財団は、公益財団法人として平成28年度から取り組んでいく
事業に関する新しい指針「中期ビジョン2016」を策定しました。

中期戦略 －中期ビジョン2016－

■ 施設の的確な管理の実施と、河川利用者の安全安心な利用を確保

■ 財団が蓄積したノウハウを活かし、新たな社会のニーズに対応した分野を開拓

河川健康公園でのスポーツによる利活用を推進し、人々の心身の健全育成や健康増進に貢献します。

品質の高い調査研究の実施を通じて、創造的な解決策を提示する河川政策のシンクタンクを目指し、
河川の安全・安心を高めることに貢献します。

２．河川政策のシンクタンクを目指します

３．川に親しみ、健康増進に貢献します

１．川の安全・安心を支えます
河川に関わる調査研究・啓発活動・河川教育等への助成や人材育成を通じて、川に関する活動を支え、
河川の管理や利用に貢献します。

調査研究事業
■ 社会的要請や河川政策において提案されているテーマ
　 を重点的に実施

■ 維持管理技術の体系化、基準化、人材育成やデータベー
　 スの構築等を含む戦略的維持管理システムの構築や河
　 川管理の現場における懸案事項ソリューション支援業務
　 などを推進

助成事業

河川教育事業
■  学校教育への河川教育の定着・充実に向け、文部科学
　  省や教育関係者との連携を強化

■ 「水教育ガイドライン」の充実と、それに基づくカリキュ
　 ラム、教材を開発

河川健康公園事業河川健康公園事業
■ 施設整備やサービスの充実に努め、公園利用者の快適・
　 利便性の向上とともに顧客満足度の向上を図る

■ 子ども達へのスポーツ普及活動を通じ、心身の健全育成
　 を図る

助成事業
■ 幅広い助成の継続に加え、河川行政にとって重要な課題
　 を研究テーマとして資源を集中し問題を解決

■ 河川基金中期計画に基づき、助成事業の重点化・効率化

基本的方針

この中期ビジョンは、河川財団がこれまでに蓄積してきた人的、知的資産を活用しながら、近年の激甚な河川災害の頻発など
外部環境の変化や、公益法人に移行後の内部環境の変化などを踏まえ、平成28年度から32年度にかけて5ヵ年における活動
戦略をまとめたものです。

河川の維持管理に関する受託事業

4
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Engineering
Research調査・研究事業

成果の公表・普及

１．河川総合研究所報告 （平成7年から毎年刊行）

　上記の論文集などは、国立国会図書館に
納本するほか、大学等の研究機関、国・都道
府県の河川関係機関に配布しています。
なお、平成24年度までの論文集は、河川総
合研究所の旧名「河川環境総合研究所」名
義で発刊されました。　

４つの分野の調査研究

出典：沖積平野　山本晃一著
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財団の人材やノウハウを活かし、４つの分野で河川に関する調査研究を
行うとともに、その成果を広く社会に公表し、還元を行います。

河川総合研究所及び各地方事務所の毎年度の主要研究成果を論文
としてまとめたもので河川環境管理に関する様々なテーマの中から、
毎年10編程度の論文を掲載

◆ 当財団のWEBサイトから閲覧・ダウンロードが可能です。
　 河川財団ホームページ ＞ 調査・研究 ＞  調査研究報告書
　　　　　   https://www.kasen.or.jp/study/tabid62.html

２．河川総合研究所資料 （平成7年から不定期刊行）

３．河川財団研究発表会 （平成15年から毎年開催）

河川環境管理等に関する国内の重要な研究テーマや海外調査結果
などの知識や情報の技術的蓄積を資料としてとりまとめているもの

毎年７月頃開催し、河川総合研究所報告にとりまとめる主要研究成
果の発表

「戦略的な維持管理」を進める中、維持管理システムの体系化、河
道変化に順応的に対応する河道管理技術、行政や地域住民を含
めた河川管理の枠組みなど河川災害を防止するための技術や制
度に関する調査研究

■ 災害を防止するための調査・研究

高水敷の樹林化、外来植物の繁茂、在来種の植生の変化、生物へ
の影響など様々な課題を抱える河川生態系を健全に保全･再生す
ることを目指した、堤防植生管理等の調査研究

■ 健全な河川生態系の保全・再生に関する調査・研究

河川環境の保全と河川利用の促進とが調和した、人と河川が共生
する社会とするため、空間管理のあり方、利用ルールづくりや地域
住民・NPO等との協働等について調査・研究

■ 良好な水辺利用を促進するための調査・研究

■ 健全な水循環の保全・再生に関する調査・研究
水質が悪化している湖沼等の閉鎖系水域などにおける水環境を
健全化するため、水循環系の保全・再生について調査研究
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戦略的な維持管理

調査・研究災害を防止するための調査・研究

戦略的な維持管理の調査・研究を推進

● 河川管理と地域の防災コミュニティの
　 連携強化による減災を目指した実態調査研究（H25）
● 河道管理に関する研究 （H25～H27）
● 河川維持管理の効率化に関する検討 （Ｈ26～）
● 水中部の変状検出に向けた計測技術の適応に関する研究 （H27～）
● 堤防内部の状態把握技術に関する研究 （H27～）
● 堤防植生管理に関する研究 （H26～）

近年の主な自主研究

近年の激甚な災害
・ 東日本大震災
・ 九州北部豪雨
・ 紀伊半島大水害等

社会インフラの老朽化
・ 笹子トンネル崩落事故
・ 今後急速に高齢化が進行

河川管理の実務における知識や
経験と研究機関や大学等の学術
研究を融合し、体系化を図る

河川維持管理技術や現場技術へ
の適用を推進する総合的な研究
調査のマネジメント

目的 役割

河川総合研究所
戦略的維持管理研究所

河川維持管理上の諸課題

河川管理実務者 民間コンサルタント

大学研究者研究機関の
研究者

連携交流

安全を継続的に確保する
ための河川管理方策

戦略的維持管理研究所

戦略的な維持管理

俯瞰的・総合的な河川の維持管理の強化

H26.4 設置

安全を継続的に確保する
ための河川管理方策

課題
河川をシステムと
とらえた管理

地域と連携した
防災対策

管理水準を確保
する技術基準

管理技術の
継承

http://www.kasen.or.jp/study/tabid61.html

　東日本大震災による甚大な被害にとどまらず、近年頻発する豪雨災
害により全国で激甚な水害が発生しています。
　このような大規模な災害の頻発に対し、引き続き堤防の整備等によ
る治水の向上を図ることが一層重要になっています。
さらに、社会インフラの老朽化が懸念される中、河川においてもその
特性に即しつつ、既存の施設を適切かつ効果的・効率的に維持管理・
更新していかなければなりません。
　上記のような社会情勢を踏まえ、河川政策において、安全を継続的
に確保するための河川管理方策が問われ、管理水準を確保する技術
基準、管理技術の継承、自然公物である河川をシステムとしてとらえら
た管理、地域と連携した防災対策などが課題としてあげられました。
　河川管理の強化にあたっては広範な研究分野が関わること、現場と
研究との緊密な連携や現場での経験を重視しつつ全体を俯瞰し取り
組む必要があることから、当財団では俯瞰的・総合的な河川の維持管
理の強化を『戦略的河川管理』と位置づけ、自主研究や受託事業によ
りこれを推進します。
　また、戦略的維持管理に関する調査研究を推進するため、河川総合
研究所に戦略的維持管理研究所 (H26.4設置)を設置し、関係者との
連携交流を図りながら、河川維持管理上の諸課題の解決にアプロー
チします。

　俯瞰的・総合的な河川の維持管理の強化

◆ 河川維持管理の管理水準や効果的・効率的なサイクル型
　 維持管理の研究を進め、持続可能な河川管理のあり方に
　 関する知見を蓄積

◆ 河道改修などの人為的インパクトに対する河道の応答に
　 関する自主研究などを踏まえた、河川整備計画や総合土　 
砂管理などの調査研究成果を蓄積

財団の特色



◆ 長年にわたる堤防植生の除草や集草方法の実験、外
　 来種や花粉症対策など、堤防除草や堤防植生理管理
　 に関する知見を蓄積

財団の特色

に携わった実績と、自主
研究などによる河川環
境管理に関する研究成
果を活かした 河川空間
管理のあり方や河川生
態系のあり方に関する
知見を蓄積

◆ 河川管理業務に長年携わってきた実績を有し、高水
　 敷の樹林化や外来種の繁茂など河川管理上の課題
　 に精通

◆ 全国の河川環境管理基本計画や自然再生計画の策定

災害を防止するための調査・研究内容

健全な河川生態系の保全・再生に関する調査・研究

● 河川堤防および周辺域における生態緑化技術の開発（EFGT研究会）（H21～H26）

● 七草堤防プロジェクト (多様性に富んだ堤防植生) （H24～）

健全な河川生態系での持続的な河川管理を目指し、生物多様性の保全や生物特性を考慮
した河川管理に関する調査研究を推進

近年の主な自主研究

● 鵜殿ヨシ原の切り下げ対策効果について
　 ～淀川におけるヨシ原再生実験～ （H23～）
● 大型外来植物対策手法の確立へむけて、生態調査
     や実験等を通じた衰退抑制手法の研究（H28～）
● 除草以外の手法（植物成長調整剤）を併用した
     効果的・経済的な堤防植生管理技術の検討（H28～）
　 

　河川堤防において耐侵食性に優れるチガヤを主体とした在来植生を優占させ、
生物多様性を有する緑地空間を効率的に創出する生態緑化技術 (Eco-Friendly Green 
Technology) の開発を行う。　　　
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維持管理を支える技術の体系化やその基準化について、また、維持管理のPDCAを支える情報データベースの構築やそのデータを活用した状態や健全
性評価技術について調査・研究を行っています。現場の維持管理を担う人材育成の方策について検討を進めています。

 

維持管理システムの体系化 

河川を健全かつ持続的に管理していくため、国、地方公共団体、
地域住民の役割分担のあり方、地域住民の維持管理等への参画
に関する調査･研究を行っています。

歴史的経緯・社会的情勢・財源・河川環境上などの理由により解
決が困難な課題に対して、河川管理者が解決に向けた道筋を見
出すことを支援しています。

懸案事項ソリューション支援 

河川管理制度 
砂層の流出に伴い、泥岩、沖積粘性土
が露出し、出水等により急激な洗掘が
生じ、河道内に巨大な洗掘穴が生じて
しまった事例。

河道（河床）の物理的変化により生
じる影響に対し､その実態把握、管
理上の課題、対処技術に関する調
査・研究を行っています。

河道変化に順応的に対処する河道管理技術 

整備局

 

河川維持管理DB構成図(案)
事務所・出張所

関連システムDB
・機械設備DB ・水文・水質DB

・事務所独自システム

本省

全地整・事務所の
必要データ管理

本省DB

本省サーバー整備局サーバー

事務所DB

事務所の維持管理
に係るデータ管理

管内全事務所の
必要データ管理

整備局DB

巡視・点検

行政相談・
事件事故対応

調査・測量
維持管理対策

検索

現場でのデータ入力
および利活用

河川財団が提案する段階サイクル型維持管理

サイクル型維持管理の実施

管理水準以上の変化・変状等が見られた場合
評価STEP2
③ 即時対応 or 詳細検討　 要対策

要監視

③ 機能評価
   （管理水準）

評価STEP1

① 河川状況等の把握
　（巡視点検、測量等）

② データの更新・蓄積
　（河川カルテ等）

維持管理計画

基
盤
技
術

連携

L
A
N

・水国DB
・電気通信設備DB



◆ 全国の水面利用計画や不法係留船対策に係る調査
　 業務を実施してきており、これらに関するノウハウを
　 蓄積

財団の特色

◆ 基金助成事業やプロジェクトWET等の活動を通じた
　 全国のNPOや地域住民団体等との人的ネットワーク
　 を構築

◆ 自主研究、受託研究を通じて、従来からの流域対策
　 だけではなく、物質循環や生態系の作用といった新
　 たな湖沼の水質改善対策に関する知見を蓄積

◆ 「今後の河川水質管理の指標について(案)」を作成
　 するなど、BODなどによる従来からの水質管理のみ
　 ならず、新しい水質管理の考え方にも精通

◆ 「河川、湖沼等におけるダイオキシン類常時監視マ
　 ニュアル(案)」、「内分泌かく乱化学物質調査の考え
　 方(案)」の作成や改定に携わり、微量化学物質に関
　 する知識に精通　

財団の特色

良好な水辺利用を促進するための調査・研究

調査・研究

● 微量化学物質に関する研究 （H20～H22）
● 湖沼環境改善に関する研究 （H21～H22）
● 物質循環と生態系に着目した湖沼水質管理に関する研究 （H22～）

健全な水循環系の保全・再生に関する調査・研究

水質が悪化している湖沼等の閉鎖系水域などにおける水環境を健全化する
ための調査研究を推進

沈水植物マットの移植状況（印旛沼） 湖沼の水質要因の検証（模式図）

河川環境の保全と河川利用の促進とが調和した、人と河川が共生する社会とするため、空間
管理のあり方、利用ルールづくりや地域住民・NPO との協働などに関する調査・研究を推進

● 船舶等の不法係留対策に関する研究 （H22～H25）

代執行の状況

近年の主な自主研究

近年の主な自主研究

不法係留の状況

河川における水面は、漁業やプレジャーボート、
水上バイク、ウインドサーフィン等、多様な形態の
利用がなされています。一方で、水面利用マナー
の悪化や不法に係留している船舶が見受けられ
ます。

河川における水面利用

協働などに関する調査 研究を推進

究

より良い水面・水際利用に向けた
利用の適正化が必要

8



Funding助成事業
河川基金事業

河川美化・緑化事業

川や流域に関係する様々な調査・研究、市民団体などの川づくり活動、学校
における河川教育の取り組みを支援しています。

河川基金中期計画 （第1期）

河川基金の果実や（公社）ゴルフ緑化促進会からの交付金により、
助成事業を行っています。

河川
基金事業

社会情勢や基金への社会的要請の変化に対応するため、平成28～32年度に取り組むべき基金事業に関する
「河川基金中期計画 （第１期）」を策定しました。

寄附の受け皿のメニューの充実、使途に
寄附者の意思や希望を反映する仕組みの
導入などにより、一般市民の皆様が寄附の
しやすい環境づくりを促進。

厳しい運用環境の下での収入確保の
努力と、助成事業・推進事業への必要
な予算の確保。

河川基金の事業フレーム河川基金の事業フレーム河川基金の事業フレーム

助成事業では、３つの助成部門 (P10参照)
のもと、研究者、市民団体、学校等の川づくり
に関する研究や活動を支援。

財団が主体的に取り組む調査研究等（推進
事業）では、次の時代を見通した政策課題に
ついての先導的な調査研究や、川づくり団
体支援や河川教育推進のためのネットワー
ク・プラットフォーム機能強化を実施。

企業のCSR/CSV活動を主なターゲットに、
企業との連携を強化。
企業のニーズへの柔軟な対応。

収支バランスの見込みと、収支が不足
する場合の対応。

河川基金の充実河川基金の充実河川基金の充実 資金計画資金計画資金計画
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　G.G.G. は、協力会員ゴ
ルフ場でプレイするゴル
ファーから緑化協力金（1
人1日50円）の寄付を受
け、緑化事業に取り組んで
おり、地方緑化事業として
学校等の公共施設、河川、
国立公園の植樹、環境美
化緑化を行っています。 

「公益社団法人ゴルフ緑化促進会（Greenery by 
Golf Group：G.G.G.）」と連携して、河川やその近
傍での植樹等に対して助成を行っています。

河川美化
緑化事業

H29年度： 8件（1659万円） ※採択額

　河川基金（平成28年度助成事業より、名称を「河川整備基金」
から「河川基金」に変更）は、河川整備を民間の協力を得て緊急
に推進するため、政府の閣議了解に基づき昭和63年に設立され
ました。これまでに約283億円が造成され、約10,300件、約117 
億円の助成を行っており、年間助成等事業費は国内でベスト50
に入っています。
　河川基金は、よりよい"川づくり"に役立つ様々な活動に支援を
行うことにより、人々の河川への理解が深まり、人と川の良好な
関係がさらに強いものとなることをめざしています。

河川基金とは

助成事業
http://www.kasen.or.jp/jyosei/tabid49.html

河川基金の事業フレーム 河川基金の充実 資金計画

10

河川や流域への理解を深めることにより、川
や流域をより健全な姿に変える、あるいは戻
すための活動を行う市民団体等（川づくり団
体）に助成を行っています。

写真提供：NPO法人多摩川塾
総合的な学習の時間や環境学習において、多摩川
を活用し安全に授業ができるよう、多摩川流域の
小学校教師を主対象とした自然体験塾を開催。

H29年度： 106件（1億628万円）※採択額

川
づ
く
り
団
体
部
門

学校教育の現場において、河川・流域を通じ
て防災や環境等を学習する河川教育に取組
む小・中・高等学校等に助成を行っています。

写真提供：学校法人 はつしば学園小学校
理科をはじめとする教科、総合的な学習の時間、
学校行事、放課後サイエンスクラブなどを有機的
に連携させた河川教育プログラムを実施。

H29年度： 36件（659万円）※採択額

学
校
部
門

河川基金助成の3つの部門

事
業
費
（
百
万
円
）

採
択
件
数
（
件
）

■ 成果発表会

■ 研究成果表彰

助成成果の普及

    助成の成果は、「河川基金研究
成果発表会」や「川づくり団体全国
事例発表会」、「河川教育研究交流
会」で報告しています。
また、優秀成果に対し、表彰を行っ
ています。

    河川基金による助成事業で実施
した調査・研究の成果をもとに、学
会等に論文として発表することで
社会的に評価されるなど、卓越した
功績を上げた助成研究者を表彰し
ています。

平成28年度川づくり団体全国事例発表会

平成28年度河川財団賞および奨励賞受賞者
【河川財団賞】
埼玉大学大学院  浅枝　隆教授（前列左から2番目）
群馬大学大学院  清水義彦教授（前列右から2番目）
【河川財団奨励賞】
岡山大学大学院  齋藤光代助教（前列左端）
氷見市教育委員会  西尾正輝主任学芸員（前列右端）

　そのうち河川敷のゴルフ場からの緑化協力金の一部が、当財
団に配分され、寄付をいた だいた河川敷ゴルフ場が所在する水
系で、国、地方公共団体、公益法人、河川協力団体などが行う美
化緑化事業に助成しています。

防災・減災や河川・流域の視点から、治水・利水・
環境に関する新たな科学的知見を得る取組みや
新技術の開発に向けた調査・研究を行う、大学の
研究者や研究機関等に助成を行っています。
【助成対象研究事例】

「撹乱生態水理学の視点に基づく河川付着藻類
       の管理に資する適切な土砂還元手法の研究」
埼玉大学大学院  理工学研究科　田中規夫教授

H29年度： 98件（1億2313万円）※採択額

研
究
者
・
研
究
機
関
部
門

『河床部の流速分布
　　　の可視化実験』



River
Education河川教育事業

優れた学習の場である川での体験活動を通じて、命の尊さ、自然の
大切さ等を学ぶ様々な河川教育活動の支援等を行っています。

◆ 当財団内に設置している「子どもの水辺
サポートセンター」によ る支援や河川基金
による助成を通じて河川教育活動に関
する知見を蓄積しているとともに全国の
ＮＰＯ・市民団体等や教育関係者などと
の人的ネットワークを構築

活動支援

◆ 全国の河川に関わる水難事故に関するデー
タを独自に収集し、その結果を「全国の水難
事故マップ」として当財団ウェブサイトで公
表するとともに、収集したデータに基づき水
難事故発生の原因などについて分析してお
り、水難事故防止対策ならびに安全な河川
利用に関する知見を蓄積

水難事故の防止

◆ 世界66以上の国と地域で普及が行われ　 
ている「プロジェクトWET」 の日本で唯一
の受入れ機関 (プロジェクトWETジャパン)

プロジェクトWETによる河川教育の普及

水の分子となってサイコロを転がし、
地球上の水循環を体験します。プ

ロ
グ
ラ
ム 驚異の旅

財団の特色
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　「子どもの水辺サポートセンター」は、国土交通省、文部科学省、環境省の連携により
平成11年度より進められている『「子どもの水辺」再発見プロジェクト』の推進・支援組織
として平成14年7月に財団法人河川環境管理財団（当時）内に設立されました。

（平成14年5月30日付け通知　国河環第23号、14文科ス第116号、環政経第162号）　

　子どもの水辺サポートセンター　子どもの水辺サポートセンター　子どもの水辺サポートセンター

『プロジェクトWETエデュケーターに認定された、
  2017ミス日本「水の天使」宮﨑あずささん』

　当センターは、水辺の活動に関する各種情報提供、学習教材の作成・提供、川の安全
利用・啓発、人材育成の支援など、各省庁・団体等と連携し、水辺での体験活動・環境学
習を主体とした「河川教育」がより広がるよう調査・研究や活動支援を行っています。

※ 警察庁の統計情報は件数等に限定されており、各事
故原因等は記載されていない



① 『「子どもの水辺」再発見プロジェクト』 の普及・推進

河川教育
http://www.kasen.or.jp/school/tabid67.html

『「子どもの水辺」再発見プロジェクト』に基づき「子どもの水辺」登録
受付・相談、及び本プロジェクトの普及・推進業務を行っています。

② 教材等の作成・提供

④ 水辺の活動に関する各種情報の提供

⑤ 川の指導者育成及び支援

当財団ウェブサイトやメールマガジンなどにより、 
河川教育活動に役立つ情報を収集・整理し、発
信しています。

http://www.kasen.or.jp/mizube/tabid116.html
● 子どもの水辺サポートセンターメールマガジン登録サイト

⑥ 人材育成の支援

③ 川の安全利用・啓発 

水教育ガイドライン
やプログラム・カリキ
ュラムの事例集、子ど
もたちの学習の手引
きとなる様々な教材
等を作成・提供してい
ます。

水に関する教育プログラム

TM

プロジェクトWET (Water Education for Teachers) は、水や水資源
に対する認識・知識・理解を深め責任感を促すことを目標として開発
された国際的水教育プログラムです。当センターは、子どもたちが水
について楽しく学び・考える教育プログラムであるプロジェクトWET
の普及を行っており、当センターが育成したファシリテーターを通し
て学校の先生や団体・企業等の皆様を対象に、指導者講習会（エデュ
ケーター講習会）を各地で開催しており、全国で約8000人が指導者
として登録されています。

青い惑星
地球儀型のビーチボールを

投げ合い、地球上の海と陸

の表面積の比を、みんなで

さぐりあいます。

アクティビティ

水と
地球
構造

地球儀型　ビーチボール

水リンピック
水を使った競技を行い、

「凝集」や「凝着」といった

水の物理的性質を

学びます。

水の
物理的
性質

アクティビティ例

⑦ 河川教育学習、水難事故防止等に関する調査研究

学校等の河川を活用した環境学習・体験活動の実施状況やその効
果の定量化に関する研究、河川や防災学習の教材等の作成に関す
る研究、全国の水辺で発生している水難事故例の収集、事故原因等
の分析、事故防止に向けた調査研究等を行っています。

「NPO法人川に学ぶ体験活動協議会（RAC）※」との連携により、地
域における川の指導者の育成や安全講座の開催・支援等を行って
います。

河川教育・体験活動

の実態把握とともに

教育効果や普及等に

関する研究

学校教育に適合した

河川や防災学習の教

材等の作成・研究

川や水辺の安全利用

・水難事故防止に関

する調査研究

近年の主な自主研究

● プロジェクトWET「木曽川流域版ガイドブック」作成
子どもたちに、流域の自然、河川環境、治水、利水、
歴史や文化および観光への関心・理解を深め、様
々な水問題に対し、自ら行動する力を身につけさ
せるために、水に関する教育プログラム「プロジェ
クトWET」の木曽川流域版アクティビティの開発及
びガイドブックの作製を行った。

http://www.kasen.or.jp/wet/tabid121.html
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　子どもの水辺サポートセンター

※全国各地の川で活 動するNPO法人や市民団体等で構成

川で活動を行う際に気を付けること等について、冊子や映像をはじ
めとした様々なツールで啓発を行っています。

Youtube
でも公開

安全な川遊びのために

携帯でも
検索できます

川での注意点等を映像で紹介し
ています。
「子ども向け」(第1部)と「大人
向け」(第2部)があり、第1部では
川のお姉さんが初めての川遊びを
レポートします。

全国の水難事故マップ

水難事故の発生個所や発生状況等を
地図上に表示しています。



Recreation 
& Parks  河川健康公園運営事業

都市部における貴重なオープンスペースである河川敷を整備し、人々の河川
利用の促進と健康増進を図るため河川健康公園を管理・運営しています。

４つの事業
■ 洪水時などの防災対策事業■ 住民の健康増進事業

■ 河川敷地の適正な管理事業 ■ 地域社会への貢献事業
1）近隣の小学校・幼稚園・保育園の野外活動への協力
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レクリエーション施設として、あらゆる年齢
層や用途に応じて楽しく安心して利用頂け
る野球場やテニスコート、ゴルフ場や自由
広場、パークゴルフ場など、多様な施設を
運営しています。 

河川敷の占用者は洪水時に、他者に損害
や危険が及ばないよう速やかな施設撤去
が求められており、当財団では、防災対策に
熟知した職員により、迅速で的確な撤去を
行っています。また、自主的な取り組みとし
て、公開施設撤去訓練を実施し、施設撤去
の重要性を理解頂く機会を設けています。

河川管理者と協議し、健康公園に隣接する
河川堤防の除草を実施しています。河川管
理者が堤防点検を実施しやすい環境維持、
ご来園者や近隣の方々にも配慮した環境
をつくり、占用地内においても適切な植生
管理と河川環境保全に努め、皆様の満足度
を高める維持管理を実現します。
また、自然観察などの学習の場としても活
用できる生態系に配慮したゾーン 『リバー
ビオコリドー』 を整備しています。

　近隣に住む児童が野外活動を行う場合、
　野球場等を無料開放し、子供たちが自然
　と触れ合う機会を多く持てるよう支援し
　ています。

2）多摩川振興事業への協力
　地元川崎市の多摩川振興施策に協力し、
　多摩川の川崎市全域を対象に、広場の
　管理棟、休憩施設、トイレを整備していま
　す。

★★ 平成26年3月に当財団は、自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関する活動を行う団体として、河川管理者から　 
　 【河川協力団体】に指定されました。　※ 指定を受けた河川：多摩川、 庄内川



公園事業河川健康公園
http://www.kasen.or.jp/park/tabid72.html
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扇河川健康公園 （東京） http://www.kasen.or.jp/c_park/park02b.html

http://www.kasen.or.jp/c_park/park02d.html庄内川・幸心健康公園 （名古屋）

ロング1ホール、ミドル5ホール、ショート3ホール
の合計9ホール、2,322ヤード、PAR34のゴルフ
場です。多摩川に沿って広がるコースは、ドライ
バーも使用可能なので（一部ホールを除く）、都
会にいながら開放的かつリーズナブルな料金で
お楽しみ頂けます。

誰でも自由に交流・休憩できるスペースです。
施設内には、川崎リバーサイドカフェや水洗
トイレ、シャワー（有料）が完備されており、どな
たでも自由にご利用頂けます。屋上では美しい
多摩川を眺めながら休憩いただけます。

スカイツリーを眺めながらゴルフ練習や野球、
テニス、パークゴルフができます。

広場やソフトボール場（無料）だけで1万㎡を有し、
全長350ヤードあるゴルフ練習場があります。

開放感あふれるゴルフコースと、誰でも利用できる
交流・休憩施設があります。

32出打席、300ヤードの打ちっ
ぱなしです。
広大な荒川の河川敷で爽快に
練習できます。

軟式野球場1面（無料）オムニ
コート2面を整備しています。
広々のびのび思いきりプレイ
ができます。

2コース全18ホールを整備した
都内唯一の本格的なパークゴル
フ場です。子供からお年寄りの方
まで、ビギナーから上級者の方ま
で気軽に楽しめる施設です。

全長350ヤードの身近な場所に
ありながら開放感あふれるゴル
フ練習場です。

開園時間内に、自由にご利用い
ただけます。事前に受付ハウス
へ申込みいたければ、児童遊具
を無料貸出しいたします。

ソフトボール場 （1面）は、無料
で貸出を行っています。
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遊具

子供からお年寄りの方までの三
世代が気軽に楽しめるパークゴ
ルフ施設です。

多摩川健康公園 （川崎） http://www.kasen.or.jp/c_park/park02c.html

扇ゴルフ練習場 軟式野球場・テニスコート パークゴルフ場

ソフトボール場 公園広場 パークゴルフ場

ゴルフ練習場

川崎リバーサイドパーク 多摩川交流センター

（2016年夏オープン）

★



閘門管理支援業務

国等の河川管理者が設置する河川管理施設の維持管理を支援する業務を
受託し、安全で災害に強い川・豊かで美しい川づくりに貢献しています。

Administration
Support

河川の維持管理の
受託事業

船頭平閘門管理事務所
（木曽川文庫）

災害の激甚化や河川管理施設等の老朽化が進む中で、河川の
維持管理を適切かつ適正に実施し、健全な状態で保全していく
ことの重要性が高まっています。
このため、堤防等河川管理施設や河道の点検や、点検結果の評
価を適切に行い、必要な修繕等を効果的・効率的に実施すると
ともに、巡視も含めたモニタリングを確実に進めていくことが必
要です。
河川管理の現場に対し、実務や知見の豊富な専門家による支援
を行っています。

船頭平閘門
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河川管理施設の監理業務

船頭平閘門

明治改修で整備された、重要文化財である船頭平閘門と隣接す
る公園の管理を受託しています。

木曽川と長良川を結び、今も現役の閘門として確実な操作、　 
管理、点検を行っています。

船頭平閘門

多くの人が訪れる緑豊かな公園内の樹木やトイレなどの施　 
設が、安全に利用できるよう管理を行っています。

船頭平公園

船頭平閘門　



出版書籍
当財団の研究成果は、必要に応じ書籍として発刊・出版し、広く一般社会への還元に努めることとしております。 書籍のお求めは、
各出版社・書店にお問い合わせ下さい。出版社が当財団となっているものについては当財団企画部までお問い合わせ下さい。

編 著　山本 晃一
発 行　技報堂出版
価 格　4,400円（税抜）
発 刊　平成26年9月12日

地域社会への貢献事業

総合土砂管理思想の変遷、総合土砂管理に関わる概念（理論）の提示、
流砂系における土砂動態の実態と評価手法、土砂の制御技術、土砂の
量的・質的不確実性の計画論への反映方法、総合土砂管理計画の基本
構想と計画思案を取り扱っている。

編 著　古米 弘明
　　　 山本 晃一
　　　 佐藤 和明
発 行　技報堂出版
価 格　1,900円（税抜）
発 刊　平成24年2月20日

「河川におけるケイ酸など無機溶存物質の流出機構に関する研究会」の
成果を，わかりやすい読み物風にしながらも，専門的な知見もバランスよ
く整理したもの。第三の栄養塩類としてケイ酸を位置付けて，ケイ酸に関
する基礎知識やモニタリングデータ，さらには関連の最新研究成果を取り
まとめた。

著 者　山本 晃一
発 行　技報堂出版
価 格　6,400円（税抜）
発 刊　平成22年1月25日

沖積層を流れる河川の構造特性とその動態について説明したものである。
第Ⅰ部で移動床の水理について記したうえで，第Ⅱ部で中規模河川スケー
ル，第Ⅲ部で大規模河川スケールの構造を規定する要因と発達プロセス
を説明し，第Ⅳ部では事例をあげ，その理論の適応性を検証した。

編 著　古米 弘明
　　　 川上 智規
　　　 酒井 憲司
発 行　技報堂出版
価 格　1,600円（税抜）
発 刊　平成24年3月15日

河川・湖沼等の水域に供給される大気降下物由来の窒素化合物は，酸性
雨の原因物質であると共に，森林域の重要な栄養物質であり，その過剰
は土壌の酸性化と陸水の富栄養化をもたらす。本書では，窒素の捉え方，
流域の窒素管理の在り方について，様々な視点でわかりやすく解説して
いる。

編集・発行
編集協力  
　
価 格　        
発 刊　       

水辺で安全に活動するためのテクニック、準備・装備、心構えなどを紹介す
る冊子。初めての川体験や川のキャンプをはじめとした水辺での活動をす
る保護者・団体・学校関係者等の必読書。

http://www.kasen.or.jp/study/tabid63.html
http://www.kasen.or.jp/school/tabid240.html

沖積平野 -構造と動態- 電子書籍・プリントオンデマンド(POD)を始めました

この度、都合により書店にて販売されていなかった下記の二冊が、お手軽に
購入できることになりました。ご希望の方はAmazon(kindle)、楽天(kobo)、
iTunes(iBookstore)等で電子書籍をお求めできます。また、プリントオンデ
マンドは、Amazon(プリント・オン・デマンドプログラム)、三省堂(三省堂オン
デマンド)が利用できます。

樹林帯の手引き

編著　財団法人 
　　　河川環境管理財団
監修　国土交通省河川局治水課
価格　電子書籍：3,600円（税抜）
　　　POD     ：4,500円（税抜）
発刊　平成22年1月25日

木材活用工法ガイドブック(案)

編著　財団法人 
　　　河川環境管理財団
価格　電子書籍：4,640円（税抜）
　　　POD     ：5,800円（税抜）
発刊　平成22年1月25日

公益財団法人河川財団
NPO法人川に学ぶ体験　
活動協議会
100円（税抜）
平成26年7月
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水辺の安全ハンドブックケイ酸　その由来と行方

総合土砂管理計画　- 流砂系の健全化に向けて - 森林の窒素飽和と流域管理

沖積平野　- その構造と動態 -



表彰名 対象業務名（担当者） 発注元

平成24年度

関東地方整備局 常陸河川国道事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

関東地方整備局 利根川下流河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

近畿地方整備局 淀川河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

九州地方整備局 大分川河川事務所長
優良業務表彰

H24久慈川維持管理実務マニュアル検討業務
　（鈴木克尚・原口幸雄・石原宏二・山崎幸司）

H24利根川下流部自然再生計画検討業務
　（戸谷英雄・河﨑和明・山田政雄・鈴木克尚）
　（株）エコーとのJV
淀川生態環境解析調査業務
　（中西史尚・宝藤勝彦・本山清崇・中西章）

平成24年度大野川河床変動調査検討業務
　（山本晃一・吉田高樹・鈴木克尚）
　（株）東京建設コンサルタント（代表社）とのJV

関東地方整備局　
常陸河川国道事務所

関東地方整備局　
利根川下流河川事務所

近畿地方整備局　
淀川河川事務所

九州地方整備局　
大分川河川事務所

※下線を付した者が優秀技術者表彰を受賞した管理技術者

表彰業務 （平成21年度～27年度）

■ 事務所長表彰

平成21年度

平成23年度
〜 3件 （京浜河川事務所：2件、荒川下流河川事務所：1件）

平成25年度

関東地方整備局 霞ヶ浦河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

関東地方整備局 下館河川事務所長 
優良業務・優秀技術者表彰

H25霞ヶ浦湖岸植生検討業務
　（吉田高樹・山本嘉昭・大澤寛之・佐藤遥）

H25鬼怒川河道管理検討業務
　（吉田高樹・鈴木克尚・川畑理恵・松本大毅）
　（株）建設技術研究所とのJV

関東地方整備局　
霞ヶ浦河川事務所

関東地方整備局　
下館河川事務所

表彰名 対象業務名（担当者） 発注元

平成24年度 関東地方整備局長 優良業務・優秀技術者表彰 H24河川維持管理DBシステム検討業務
　（河﨑和明・吉田高樹・原俊彦・鈴木克尚）
　 日本工営（株）、八千代エンジニアリング（株）とのJV

関東地方整備局　
河川部

平成22年度 関東地方整備局長 優良業務・優秀技術者表彰 鬼怒川・小貝川河道環境総合管理計画検討業務
　（吉田高樹・鈴木克尚・山本嘉昭・柴田邦善）

関東地方整備局　
下館河川事務所

平成25年度 関東地方整備局長 優良業務表彰 H25烏・神流川事業計画検討業務
　（山田政雄・川畑理恵・中嶋大次郎）
　（株）建設技術研究所（代表社）とのJV

関東地方整備局　
高崎河川国道事務所
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平成26年度

関東地方整備局 渡良瀬川河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

近畿地方整備局 淀川河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

H26渡良瀬川堤防植生管理計画検討業務
　（山田政雄・山本嘉昭・大澤寛之・塩見真矢）

淀川生態環境解析調査業務
　（中西史尚・今井範雄・宝藤勝彦・井上勇樹）

堤防植生抑制調査等業務　　
　（宝藤勝彦・塩見真矢・大澤寛之・小川愛子）

関東地方整備局　
渡良瀬川河川事務所

近畿地方整備局　
淀川河川事務所

近畿地方整備局
近畿技術事務所

九州地方整備局 菊池川河川事務所
優良業務表彰

菊池川二極化対策調査検討業務
　（山本晃一・松本大毅）
　（株）東京建設コンサルタント（代表社）とのJV

九州地方整備局
菊池川河川事務所

近畿地方整備局 近畿技術事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

■ 局長表彰

平成27年度 関東地方整備局長 優良業務表彰 H27霞ヶ浦水環境等検討業務
　（山本嘉昭・福永浩二）
　（株）日水コン（代表社）とのJV

関東地方整備局　
霞ヶ浦河川事務所

平成27年度 関東地方整備局 利根川下流河川事務所長
優良業務・優秀技術者表彰

H27利根川下流部堤防植生管理検討業務
　（山田政雄・山本嘉昭・大澤寛之・小川愛子久・久保壮史）
　（株）エコーとのJV

関東地方整備局　
利根川下流河川事務所



発注機関　：関東地方整備局霞ヶ浦河川事務所
担当技術者：山本嘉昭／福永浩二
（(株)日水コン(代表社)とのJV）

『H27霞ヶ浦水環境等検討業務』

【業務概要】
　本業務は霞ヶ浦水環境に関する流域全体の意見把握を目的に、水環境や既
往事業に関して求めるもの、感じていること等のアンケート調査を行い、結果を
分析・評価した上で、今後の事業展開を検討した。アンケートはサイレントマジョ
リティの意見を得るため、住民基本台帳による抽出、小学校児童及び保護者、現
地利用者、Ｗeb利用者を対象とした。また、過年度からの水文・水質データを用
いて湖内及び流入河川の水質、湖内プランクトンの整理を行い、短期的な挙動
や長期的傾向を踏まえ、霞ヶ浦の水環境の現状と課題を明らかにした。これら検
討にあたっては、専門家や学識経験者の意見を参考とするため、水環境研究Ｗ
Ｇの開催を提案し、実施した。

局長表彰
受賞

※下線を付した者が優秀技術者表彰を受賞した管理技術者

平成26・27年度主要表彰業務の内容

発注機関　：近畿地方整備局淀川河川事務所
担当技術者：中西史尚／今井範雄／宝藤勝彦／井上勇樹

『淀川生態環境解析調査業務』

【業務概要】
　本業務は、イタセンパラ保全再生計画に向けて、種の生息実態を正確に調査
把握し、多様な生態系を有するワンド、タマリの保全再生の自然再生計画につ
いて検討した。また、鵜殿ヨシ原保全対策として、高水敷切上げ対策の評価を行
い、条件の整理をするとともに、配水実験をヨシ群落拡大の観点からまとめた。
魚ののぼりやすい川づくりに関する事業について、桂川3号井堰を中心とした
魚道改善効果の評価と課題を整理し、とりまとめを行い、自然再生計画の更新
を行った。また、専門家の指導助言を得ながら成果をとりまとめた。更に、水生
生物調査を通して沿川住民の水質への関心を深めるための調査会の運営とと
りまとめを行った。

事務所長表彰
受賞

優秀技術者
表彰受賞
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発注機関　：関東地方整備局渡良瀬川河川事務所
担当技術者：山田政雄／山本嘉昭／大澤寛之／塩見真矢

『H26渡良瀬川堤防植生管理計画検討業務』

【業務概要】
　河川堤防の管理で起きている外来植物の侵入繁茂等の影響による河川巡
視・堤防点検への支障や堤防機能の弱体化の問題を解決するため、近年の農
薬取締法改正により安全で効果のある植物成長調整剤や芝焼き等に着目した
現地実証実験を行い、新たな視点での効率的・効果的な堤防植生管理手法を
提案した。検討は、専門家による検討会及び地域関係者による懇談会を通じて
行い、渡良瀬川堤防植生維持管理計画の立案や外部への情報発信用研究論
文の作成等を行った。また、昨今の堤防養生工における課題解決に向けた堤防
養生工のあり方の検討や、改良芝の維持管理方法検討のための植生管理試
験、堤防植生別の根系強度等の測定による基礎情報収集を行った。

事務所長表彰
受賞

優秀技術者
表彰受賞

発注機関　：近畿地方整備局近畿技術事務所
担当技術者：宝藤勝彦／塩見真矢／大澤寛之／小川愛子

『堤防植生抑制調査等業務』

【業務概要】
　河川堤防植生について、除草回数の減少に伴う高茎外来草本への遷移や繁
茂等に起因する維持管理上の問題に対し、河川堤防植生に求められる機能を
保持し、除草費用の縮減が見込まれる適切かつ効率的な対策を検討し、手引き
として対策の導入方法をとりまとめた。対策は、改良芝や地被植物等の低草丈
草種への転換及び特定防除資材（重曹）による生長抑制について、試験施工の
経年的な堤防植生調査から得た知見を反映して工法等の提案を行った。また、
手引きは、河川管理者へのヒアリングを行い、河川巡視や堤防点検等の結果か
ら対策を選定する手順を示し、現場で積極的に利用しやすいものとした。

事務所長表彰
受賞

優秀技術者
表彰受賞発注機関　：九州地方整備局菊池川河川事務所

担当技術者：山本晃一／松本大毅
（(株)東京建設コンサルタント(代表社)とのJV)

『菊池川二極化対策調査検討業務』

【業務概要】
　菊池川では過去に河床の二極化（堆積・洗掘）が進行し、構造物被害等が発
生したことから、種々の対策が行われてきた。本業務では、これらの対策実績や
二極化メカニズムをもとに、二極化に有効な対策手法およびモニタリング、維持
管理の考え方について検討し、これらの検討成果いついて「二極化抑制対策手
法（案）」として、とりまとめたものである。対策手法検討では、一般的に考えられ
る対策工を抽出し平面二次元河床変動解析により効果を検証した上で、対策
選定の考え方を整理した。モニタリング・維持管理については、効果的・効率的
な維持管理を行うため、発動基準設定の考え方をまとめ、モニタリング項目や
頻度等につい検討した。

事務所長表彰
受賞

『H27利根川下流部堤防植生管理検討業務』

【業務概要】
　本業務は、平成25年度より実施している現地実験結果及び堤防植生管理基
準（案）を用いた試行的な堤防植生管理手法による試行の検証結果を踏まえ、
利根川下流部における効率的な堤防植生管理に向けた平成28年度試行的実
施計画（案）を提案するとともに、堤防植生管理計画（案）を検討・立案した。
また、多様性に富んだ堤防植生の検討では、地元中学校を主とした地域との協
働による連携を図った。
自然再生においては、整備済箇所の鳥類、植生のモニタリング調査を行うとと
もに小見川・高浜地区の詳細設計を行った。地域連携方策として講座の企画を
提案した。

事務所長表彰
受賞

優秀技術者
表彰受賞発注機関　：関東地方整備局利根川下流河川事務所

担当技術者：山田政雄／山本嘉昭／大澤寛之／小川愛子／久保壮史
（(株)エコーとのJV）



平成28年度の主な業務受託実績一覧

業務名業務分野 委託者

懸案事項ソリューション支援 ■ Ｈ28荒川下流河川保全推進検討業務 関東・荒川下流河川

河川計画 ■ Ｈ28久慈川河道計画検討業務 関東・常陸河川国道

環境系

■ Ｈ28全国水質現況評価検討業務
■ Ｈ28霞ヶ浦湖沼環境等検討業務
■ Ｈ28利根川上流管内(稲戸井調節池)環境調査検討業務
■ Ｈ28利根川下流自然再生検討業務
■ 淀川生態環境調査解析業務

北海道開発局
関東・霞ヶ浦河川
関東・利根川上流河川
関東・利根川下流河川
近畿・淀川河川

維持管理基準

■ 河川管理施設の点検結果評価要領に係る検討業務
■ Ｈ28久慈川・那珂川維持管理計画検討業務
■ Ｈ28霞ヶ浦維持管理計画検討業務
■ Ｈ28利根川上流管内維持管理方策検討業務
■ 九頭竜川及び北川維持管理計画作成業務
■ 円山川維持管理計画作成業務
■ 大和川維持管理計画作成業務

国土交通省
関東・常陸河川国道
関東・霞ヶ浦河川
関東・利根川上流河川
近畿・福井河川国道
近畿・豊川河川国道
近畿・大和川河川

■ 河川における外来植物の定着予測及び防除対策に関する調査業務
■ Ｈ28利根川下流堤防植生管理検討業務
■ 堤防植生維持管理効率化対策効果検証業務

国土技術政策総合研究所
関東・利根川下流河川
近畿・近畿技術

堤防等植生
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維持管理DB関連 ■ Ｈ28河川維持管理ＤＢ運用検討業務 関東・関東技術

河道管理 ■ Ｈ28河道管理検討業務 関東・下館河川事務所

その他 ■ Ｈ28木曽三川歴史的河川施設調査業務 中部・木曽川下流河川

河川教育

■ 河川教育普及推進方策検討業務
■ 淀川河川事業推進地域連携調査業務
■ 宇治川・木津川・桂川流域住民連携協働調査業務
■ 民間企業等と連携した河川体験活動に関する検討業務

国土交通省
近畿・淀川河川
近畿・淀川河川
中国地方整備局

維持管理支援

■ 河川管理施設の効率的な点検・操作手法等検討業務
■ Ｈ28渡良瀬川堤防等点検評価業務価業務
■ Ｈ28利根川下流堤防等点検評 
■ Ｈ28多摩川堤防等点検評価業務
■ Ｈ28木曽川下流船頭平閘門管理支援業務
■ 九頭竜川及び北川河川管理施設監理検討業務
■ 木津川上流管内河川管理施設監理検討業務

国土交通省
関東・渡良瀬川河川
関東・利根川下流河川
関東・京浜河川
中部・木曽川下流河川
近畿・福井河川国道
近畿・木津川上流河川



国家資格等有資格技術者数

(平成28年7月1日現在)

有資格者数

資格名等 保有者数

土木施工管理技士
環境計量士
情報処理技術者
空間情報総括監理技術者

労働安全コンサルタント
気象予報士
測量士

河川維持管理技術者
河川点検士
総合技術監理部門
建設部門 （河川、砂防及び海岸・海洋）
建設部門 （建設環境）
建設部門 （都市地方計画）
河川、砂防及び海岸・海洋部門
都市計画及び地方計画部門
工学博士
上級土木技術者 （河川・流域）
上級土木技術者 （マネジメント）
上級土木技術者 （防災）
一級土木技術者 （流域・都市）
一級建築士
二級建築士
一級土木施工管理技士
環境計量士 （騒音・振動関係）
2種情報処理技術者

品確技術者（Ⅰ）
品確技術者（Ⅱ）

技術士

RCCM 
(Registered Civil Engineering Consulting Manager)

博士

土木学会認定土木技術者

建築士

４　名
15　名
1　名
9　名
2　名
1　名
2　名
1　名
1　名
2　名
1　名
1　名
1　名
2　名
1　名
7　名
1　名
2　名
1　名
2　名
1　名
1　名
1　名
4　名

河川技術者資格

河川教育に係る有資格者数

9　名
13　名
3　名
15　名
3　名
1　名
16　名
3　名
1　名
3　名
3　名

プロジェクトWET指導者資格

全国体験活動指導者認定委員会 (JBQEAL)
の自然体験活動に関する認定資格

NPO法人川に学ぶ体験活動協議会 (RAC)
の川に学ぶ体験活動指導者資格

NPO法人自然体験活動協議会 (CONE)の
自然体験活動指導者資格
レスキュー3のスイフトウォーターレスキュー
(※米国の急流救助活動技術)

資格名等 保有者数
ファシリテーター
エデュケーター
主任講師 （講習管理者）
自然体験活動リーダー (NEALリーダー)
トレーナー
インストラクター
リーダー
トレーナー
リーダー
テクニシャンレベル1クラス (SRT-1)
ファーストレスポンダークラス (SFR)
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公共工事品質確保技術者



河川財団の組織
河川の整備・保全・利用に関して豊かな経験・技術を持った人材が財団を支えています。

評議員
氏　　名 常勤・非常勤
池　田　駿　介
内　田　俊　一
小　松　利　光
谷　田　一　三
谷　戸　善　彦
山　田　洋
山　本　和　夫

計７名 （五十音順）

役員
氏　　名 常勤・非常勤

関　　　克　己
藤　山　秀　章
工　藤　洋　一
金　井　誠
木　滑　和　生
角　　　哲　也
平　野　廣佐子
横　溝　良　一
小　黒　祐　康
小　林　正　典

計１０名 （順不同）

役職名

研究フェロー

当財団前研究顧問・京都大学名誉教授
当財団前研究主幹
当財団前河川総合研究所所長

計１３名 （五十音順/敬称略）

氏　　名
池淵　周一
戸谷　英雄
山本　晃一
プロジェクトフェロー

(公社)日本河川協会専務理事
渡良瀬遊水地研究所所長
京都大学防災研究所教授

青山　俊行
白井　勝二
中川　一
研究アドバイザー

群馬大学理工学研究院 教授
早稲田大学大学院創造理工学研究科 教授
京都大学大学院工学研究科 教授
埼玉大学大学院理工学研究科 教授
東京大学大学院工学系研究科 准教授
名古屋大学大学院工学研究科 教授
京都大学防災研究所教授

清水　義彦
関根　正人
立川　康人
田中　規夫
知花　武佳
戸田　祐嗣
堀　　智晴

総務部

東京事務所

名古屋事務所

近畿事務所

常 勤
常 勤
常 勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤

理事長
理 事
理 事
理 事
理 事
理 事
理 事
理 事
監 事
監 事

非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤
非常勤

経営企画部

評 議 員 会

監　事

基金事業部

子どもの水辺
サポートセンター

センター長

特 命 研 究 員
主 管 研 究 員
主 任 研 究 員
研 究 員
担 当

（平成29.4.1現在）
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河川総合研究所
所長代理

戦略的維持管理
 研究所副所長
所長

技術参与

研究スタッフ
主席研究員
主管研究員
上席研究員
主任研究員
研 究 員

理　事　会
理　事　長
業務執行理事
理　事



交通アクセス

河川財団へのアクセス

本部

〒103-0001 
東京都中央区日本橋小伝馬町11番9号 
住友生命日本橋小伝馬町ビル(2F）

所在地

総務部  

経営企画部
基金事業部
    
子どもの水辺サポートセンター

河川総合研究所
東京事務所  

連絡先

近畿事務所

〒540-6591　
大阪市中央区大手前1-7-31（OMM 13F）

所在地

TEL: 06-6942-2310/ FAX: 06-6942-2118
E-mail: info-o@osaka.kasen.or.jp

連絡先

名古屋事務所

〒463-0068 
名古屋市守山区瀬古3丁目710

所在地

TEL: 052-388-7891/ FAX: 052-388-7918
E-mail: info-n@nagoya.kasen.or.jp

連絡先

近畿事務所
（OMM13F）はなビル

ホテル京阪天満橋

大阪合同庁舎
３号館

大阪合同庁舎
１号館

地
下
鉄
天
満
橋
駅

コスモ石油

京阪線
＜天満橋駅＞
徒歩２分

地下鉄谷町線
＜天満橋駅＞北口より
OMM B2に連絡

京阪天満橋駅

大川（旧淀川）

谷
町
筋

大阪
歯科
大付
属病
院

土佐
堀通

ローソン

＜新日本橋＞
出口８

＜小伝馬町＞
出口２

＜馬喰町＞
出口２

首
都
高
４
号
上
野
線

すき家

サンマルク

＜岩本町＞
出口Ａ５

ドトール
デニーズ

和民

トナカイビル

三井
生命

水
天
宮
通
り

人
形
町
通
り

江戸
通り

靖国通り

至 東
京

至 両
国

出口４
和民

三菱東京UFJ銀行

三井住友銀行

水
天
宮
通
り

人
形
町
通
り

出口２

東京メトロ日比谷線

入口

セブンイレブン

江戸通
り

総武本
線

地下鉄日比谷線
＜小伝馬町駅＞

■ 地下鉄日比谷線 「小伝馬町駅」より徒歩0分  
■ 都営新宿線 「岩本町駅」より徒歩約8分　　　　
■ JR横須賀・総武線 「馬喰町駅」より徒歩約5分
■ JR横須賀・総武線 「新日本橋駅」より徒歩約5分

庄内川幸心健康公園

市立瀬古
小学校

国
道
19
号
線

県道202号線

庄内川

県道59号線

新守山駅
市立守山西
中学校

市立二城
小学校

アサヒビール
名古屋工場勝川橋南交差点

名古屋事務所

■ JR中央本線新守山駅より徒歩約20分

TEL: 03-5847-8301/ FAX: 03-5847-8308
E-mail: info@kasen.or.jp
TEL: 03-5847-8302/ FAX: 03-5847-8308
TEL: 03-5847-8303/ FAX: 03-5847-8309
E-mail: kikin-toi@kasen.or.jp
TEL: 03-5847-8307/ FAX: 03-5847-8314
E-mail: mizube-@kasen.or.jp
TEL: 03-5847-8304/ FAX: 03-5847-8309
TEL: 03-5847-8306/ FAX: 03-5847-8310
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